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１ 策定の背景と趣旨

本市では、第 5次飯能市総合振興計画の基本目標に「こどもの夢・未来をつな

ぎ、市民の豊かな生涯を支援するまち」を位置付けています。次代の社会を担う

こどもたちが未来に向かって夢と希望を持ち、健やかに成長することを社会全

体で応援するまちを目指しています。

また、第 2次飯能市こども・子育てワクワクプランでは、「のびのびとこども

が育ち、心豊かな成長を喜びあえるまち はんのう」を基本理念に掲げ、その実

現に向けて 3つの基本目標の下、様々な施策に取り組んでいます。

その中で、公立保育所は、児童福祉法第 39 条の規定に基づく児童福祉施設と

して、私立保育園等とともに保育を必要とするこどもの保育を行い、入所児童が

健やかに成長し、その活動がより豊かに展開されるように保育内容の充実に努

めてきました。

少子化による児童数減少の中、近年、こどもや子育て家庭を取り巻く環境は大

きく変化しています。仕事と子育ての両立支援に関するニーズが高まり、多様化

していること、また、保育環境の整備や保育の質の向上など、公立保育所の役割

を改めて検討する必要性が高まっています。

さらに、公立保育所 9園のうち 5園が建築後 40 年以上が経過し、施設の老朽

化が進んでいるため、飯能市公共施設等総合管理計画に基づき、施設の再編・再

配置など抜本的な見直しが必要になっています。

本市は市域が広く、山間部における人口減少が顕著に見られることから、現存

する保育施設と保育を必要とするこどもの偏在も問題となっています。このよ

うな状況下において、民間活力を含めた本市の全ての資源を最大限に活用し、多

様化する保育ニーズに的確に対応するとともに、保育の量と質の確保と持続可

能な保育提供体制を確実なものにしていくために「公立保育所のあり方に関す

る基本方針」を策定します。
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２ 保育を取り巻く状況

(１)本市の状況

①人口の推移と推計

本市の人口は、平成 17 年の名栗村との合併をピークに減少しており、令和

6年 1 月 1 日現在の人口は 78,472 人となっています。今後も減少は続き、令

和 16 年の推計人口は 70,865 人となる見込みで、14 歳以下の人口割合は全体

の 9％まで減少すると予測されています。

②出生数と婚姻数

本市の出生数は、平成 22 年の 585 人をピークに減少しており、令和 5年は

373 人、婚姻数についても平成 21 年から右肩下がりで減少しています。
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③未就学児人口の推移と将来予測

本市の 0歳から 5歳までの未就学児人口は減少を続けており、今後 10 年間

で約 600 人減少し、令和 16 年の推計人口が 2,179 人になることが予測されて

ます。

④地区別人口の推移

本市の地区別人口の推移を平成 26 年を基準として見た場合、地区ごとに大

きな差が生じています。市街地の地区については、加治地区のみ増加し、その

ほかの地区は微減という状況でありますが、山間地域については、大幅に人口

が減少しています。

出展：コーホート要因法による独自推計

町(丁)字別人口調査各年 1月 1日現在人口



4

⑤市街地及び山間地域の未就学児人口の推移

未就学児人口の推移を市街地と山間地域に分けてグラフ化すると、山間地域

の減少の度合いが急激であることが確認できます。山間地域には現在、吾野地

区と原市場地区それぞれに公立保育所が、名栗地区に公立幼稚園が設置されて

いますが、今後、山間地域における教育・保育サービスをどのような形で確保

していくのか、存続も含めて検討する必要があります。

出展：コーホート要因法による独自推計

出展：コーホート要因法による独自推計
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（２）保育施設の設置状況

①市内保育施設の状況

令和 6年 4月 1日現在、本市の保育施設は、公立保育所 9園、私立保育園 7

園(分園 2 園も含む）、認定こども園 3園、地域型保育事業 1園となっていま

す。私立保育園の設置数は 11 園となっており、公立保育所を上回っています。

また、定員数については、私立保育園が 576 人、公立保育所が 815 人、総数

が 1,391 人となっています。

②公立保育所の施設の状況

本市の公立保育所は、令和 6年 4月現在、9園の保育所で保育の提供を行っ

ています。そのうち 5園が昭和 40 年代から 50 年代に整備されたものであり、

築年数 40 年を経過しています。浅間保育所と吾野保育所は耐震化工事が未実

施となっており、また、富士見保育所については老朽化により改修が困難な況

もあることから抜本的な見直しが必要な状況です。

施設 所在地 建築年 延床面積(㎡) 定員
(人) 構造 耐震化 耐用年数 備考

山手保育所 山手町19-4 平成24年 1625.26 150 鉄筋コンクリート造 不要 2060年(令和42年) 複合施設

第二区保育所 小瀬戸19-1 昭和49年 381.43 60 鉄筋コンクリート造 R6実施 2022年(令和4年) 複合施設

富士見保育所 双柳429-1 昭和46年 453.01 100 鉄筋コンクリート造 実施済 2019年(令和元年) 複合施設

浅間保育所 双柳1185-3 昭和48年 507.31 100 鉄筋コンクリート造 未実施 2021年(令和3年) 　

加治保育所 川寺531-4 昭和61年 438.29 60 鉄筋コンクリート造 不要 2034年(令和16年) 　

加治東保育所 岩沢1283-1 昭和56年 586.18 100 鉄筋コンクリート造 実施済 2028年(令和10年) 複合施設

美杉台保育所 美杉台1-２-1 平成9年 751.54 100 鉄筋コンクリート造 不要 2045年(令和27年) 複合施設

吾野保育所 長沢78-1 昭和52年 389.54 45 鉄筋コンクリート造 未実施 2024年(令和6年) 　

原市場保育所 原市場1048-1 昭和63年 621.30 100 鉄筋コンクリート造 不要 2036年(令和18年) 複合施設

検
討
の
優
先
順
位
が
高
い
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③市内保育施設の定員充足率

令和 5年度当初の公立保育所の定員充足率は 83％、私立保育園の定員充足

率は 102％、認定こども園 91％となっています。

④公立保育所の定員充足率

公立保育所の定員充足率については、加治地区において 100％を超え、また

市街地については 100％に近い数値となっています。一方、山間地域の吾野保

育所については 27％、原市場保育所については 38％となっています。

(各年4月1日現在 市外在住児童含む)

(令和 6年 4月 1日現在)
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⑤市内保育施設定員及び在籍児童数の推移と充足率

市内保育施設の定員及び在籍児童数については、わずかではありますが増加

している状況です。しかし、定員充足率については減少しており、充足してい

ない保育所については、主に山間地域の保育所となっています。

⑥市内保育施設(公立幼稚園も含む)の分布状況

市内の保育施設の分布状況を見ると、保育施設は市街地に集中しており、山

間地域にある施設は、車で 15 分程度の距離の位置に分布している状況となっ

ています。

市内の保育施設を利用している本市の児童の約 92％は、市街地の保育施設

に通っており、山間地域に居住し、市内の保育施設を利用している児童の約

37％は、市街地の保育施設に通っている状況です。

緑…公立保育所
赤…私立保育園
青…認定こども園
水色…小規模保育室
ピンク…公立幼稚園

小さな〇…施設から 1000m の範囲
大きな〇…施設から 5000ｍの範囲
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（３）保育ニーズの多様化

①障害児保育

公立保育所では、これまで、一人ひとりのこどもの発達過程や障害の状況を

把握し、適切な環境の下で健常児と生活・遊びを共にする保育を実践してきま

した。

また、在園中の障害児及び特別な配慮を必要とする児童への保育や対応に

ついて、児童の状況に応じた保育士の加配や専門職員が保育所を訪問し、担当

保育士に指導や助言を行う巡回指導を行っています。

私立保育園においても、専門職員の訪問を行い、より良い障害児保育に努め

ていただいているところですが、受け入れ態勢を強化するための支援も必要

となっています。

②一時預かり事業

保護者の就労や就学などに伴う一時的な保育、入院、出産や家族の介護・看

護のほか冠婚葬祭等の理由で、一時的に保育ができない時の対策として、公立

保育所 1園、私立保育園 2 園、認定こども園 1園において一時預かり事業を

実施しています。

令和 5 年度の全体の利用

者数は 4,598 人となってお

り、時期によっては混雑し

て利用できない状況です。

新型コロナウイルス感染

症の収束後経済活動が活発になり、各保

育所においても低年齢児保育の希望者

が増加しています。また、週に数日のパ

ート就労やリフレッシュなど、一時的に

保育が必要となった場合のこどもの預

け先として、一時預かり事業はなくては

ならない事業となっており、拡充が求め

られています。

令和 5年度に実施した「こども計画」

策定のための保護者アンケートの結果

の「不定期な事業の利用意向」において

も、一時預かりや幼稚園の預かり保育な

ど、保育所等に通っていない児童の利用希望が多くなっている状況となってい

ます。

利用定員 開所日数 年間延利用者数
ぽかぽか保育園 13 359 2,814
飯能元氣保育園 17 300 468
さゆり幼稚園 15 240 83
山手保育所 15 243 1,233

計 60 4,598

令和 5 年度
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③土曜保育事業

アンケートの結果から、土曜日の定期的

な教育・保育事業については、月に 1、2回

は利用したいとほぼ毎週利用したいを合わ

せると、約 3 割の保護者が利用を希望して

いる状況です。

しかし、公立保育所では、保育士不足等

の課題があることから、土曜日の 1 日保育

を実施しているのが山手保育所のみとなっ

ている状況です。

私立保育園においては、ほぼ全ての園で土曜 1日保育を実施している状況

であり、公立保育所においても土曜保育の拡充が求められています。

④病児保育事業

現在、私立保育園 1園において病後児保育を実施していますが、事前登録

が必要など急な対応が困難なことから利用者がいない状況です。

しかし、アンケート結果からは、幼稚園、保育園等への併設、または、小児

科への併設病児・病後児保育については、できれば利用したいという意向が約

4割あり、その事業形態についても、保育所等に併設した施設や小児科に併設

した施設における実施を求める意見が多くある状況から、病児保育事業の実施

に向けた検討が必要となっています。

⑤延長保育事業

延長保育については、公立保育所 3園（山手保育所、富士見保育所、加治東

保育所）で実施しており、令和 5年度の実利用者数は 100 人となっています。

私立保育園においては、7 園で実施されており、令和 5 年度の実利用者数は

123 人となっています。

図 土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用希望
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（４）公立保育所の状況

①保育所設置運営の規制緩和による公立保育所の運営費等の状況

三位一体の行財政改革により、公立保育所の運営費及び保育所施設整備費に

ついての補助割合が平成 16 年度から大きく変化しました。このことにより、

市において公立保育所を維持していくためには、運営費及び施設整備費を市費

で賄う必要があり、維持する施設が多いほど、財政的な負担が生じることとな

りました。

②公立保育所及び私立保育園運営費比較

公立保育所の運営費の公費負担は 90.38％であり、その全てが市の一般財源

からの支出となっています。対して、私立保育園運営費の公費負担は 93.91％

であり、うち、48.90％が国費、20.64％が県費、残りの 24.37％が市費となっ

ています。

公立保育所の運営には市の一般財源の負担が大きいことがわかります。

※公立は管外受託及び管外委託を除く。私立は管外委託(保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育園)

を含むが管外受託は除く。

(令和 4年度決算)

保育所運営費の国・地方の負担(補助)割合の変化 保育所施設整備費の国・地方の負担(補助)割合の変化

※三位一体の行財政改革により平成16年度から改正 ※三位一体の行財政改革により平成17年度から改正

改正前 改正後 改正前 改正後

改正前 改正後 改正前 改正後

国1/2 国1/2

県1/4 県1/4

市1/4 市1/4

国1/2 国1/2 国1/2 国1/2

県1/4 県1/4 県1/4 市1/4

市1/4 市1/4 市1/4 設置者1/4

市10/10 市10/10

公
立
保
育
所

公
立
保
育
所

私
立
保
育
所

私
立
保
育
所

※公立保育所運営費は、国の地方交付税制度に位置づけられている。
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③公立保育所及び私立保育園の運営費の推移

公立保育所と私立保育園の運営費については、平成 29 年度から、私立保育

園が公立保育園を超えて徐々に増加している状況です。これは、幼児期の学校

教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める「こども・子育

て支援新制度」が、平成 27 年 4 月にスタートしたことによるものです。

④埼玉県西部地区市町村における保育施設の状況

埼玉県西部地区市町村における保育施設の状況を比較してみると、多くの

自治体において私立保育園の割合が公立保育所よりも高い状況となっていま

す。本市は公立保育所の割合が 45％と高く、また数も多い状況です。

市町村名 人口(人) 面積(㎡) 私立保育園 公立保育所 total 公立割合 市町村名 人口(人) 面積(㎡) 私立保育園 公立保育所 total 公立割合

川越市 354,205 109.13 37 20 57 35% 日高市 53,631 47.48 10 3 13 23%

所沢市 341,901 72.11 36 19 55 35% ふじみ野市 113,205 14.64 23 5 28 18%

飯能市 79,562 193.05 11 9 20 45% 三芳町 37,781 15.33 2 1 3 33%

東松山市 92,482 65.35 12 2 14 14% 毛呂山町 34,560 34.07 6 2 8 25%

狭山市 147,656 48.99 32 8 40 20% 越生町 10,566 40.39 1 1 2 50%

入間市 143,322 44.69 12 11 23 48% 滑川町 20,061 29.68 8 0 8 0%

朝霞市 142,958 18.34 34 11 45 24% 嵐山町 17,685 29.92 4 0 4 0%

志木市 75,353 9.05 33 3 36 8% 小川町 27,238 60.36 0 1 1 100%

和光市 84,631 11.04 40 4 44 9% 川島町 18,587 41.63 1 2 3 67%

新座市 165,678 22.78 32 6 38 16% 吉見町 17,413 38.64 0 1 1 100%

富士見市 112,929 19.77 12 6 18 33% 鳩山町 13,094 25.73 3 0 3 0%

坂戸市 99,401 41.02 10 4 14 29% ときがわ町 10,041 55.9 1 2 3 67%

鶴ヶ島市 70,325 17.65 10 2 12 17% 東秩父村 2,465 37.06 0 1 1 100%

埼玉県西部地区保育所の状況一覧
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(５）保育の質の向上に向けた取組

①研修等の取組状況

埼玉県では、毎年、保育士の質の向上を目指して、保育士等キャリアアップ

研修を実施しており、公立保育所及び私立保育園等の保育士が受講しています。

その内容は、保健衛生、安全対策、乳児保育、幼児保育、保護者支援、子育

て支援等、保育士として必要な内容を網羅しています。

また、公立保育所及び私立保育園等に保育所コンサルティング事業、臨床心

理士、理学療法士等による巡回支援事業も実施し、専門的見地からの助言、指

導を保育士等が受けています。

更に、公立保育所の保育士が中心となり、保育を行う上で課題となっている

事案の問題解決に向けた研修会等を実施し、私立保育園の保育士の参加も促す

など市内全体の保育の質の向上に努めています。

②公立保育所及び私立保育園における保育士の正規・非正規割合

公立保育所の正規職員と非正規職員の割合は約 3 対 7 になっているのに対

し、私立保育園の割合は約 4対 6と、公立保育所よりも正規職員の割合が高い

状況です。

③公立保育所及び私立保育園における保育士の年代別割合

公立保育所における保育士（正規職員）の年代別割合については、40 代及

び 50 代が約半数を占めています。私立保育園では、20 代、30 代が約 6割を占

めており、約 1割は 60 代の保育士も含まれている状況です。

図 公立保育所保育士の年齢別割合 図 私立保育園保育士の年齢別割合

(令和 4年度決算)

職員数(人) 割合（％） 職員数(人) 割合（％） 職員数(人) 割合（％）

公立(管内） 72 31% 161 69% 233 100%

私立(管内) 131 43% 173 57% 304 100%

正規職員 非正規職員 計
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(６)その他

①「こども未来戦略」策定（R5.12.22）

次元の異なる少子化対策の実現に向けて、国では、「こども未来戦略」を策

定し、次の 3つの基本理念と具体施策を掲げ、持てる力を総動員し、少子化対

策と経済成長実現に不退転の決意で取り組むとしています。

②地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討会（国）取りまとめ

国では、未就学児に良質な保育を提供し続けていくために保育所が果たす役

割や在り方について検討し、次のとおり公表しています。（抜粋）

（Ⅰ）人口減少地域等における保育所の在り方

ⅰ）人口減少地域における保育の確保策（公私連携型保育所の検討等）

ⅱ）地域の実情に応じた保育所の多機能化を展開

ⅲ）保育所の役割分担の整理・明確化と持続可能な保育提供体制の実施

（Ⅱ）多様なニーズを抱えた保護者・こどもへの支援

ⅰ）一時預かり事業、誰でも通園事業の実施・利用促進

ⅱ）医療的ケア児、障害児、配慮が必要な児童などへの適切な支援

（Ⅲ）保育所・保育士等による地域の子育て支援

ⅰ）保育所・保育士等による地域支援

（Ⅳ）保育士の確保・資質向上等

ⅰ）保育士の確保方策・・保育所における働き方の改革の推進等

ⅱ）保育士等の資質向上・・各種研修の受講、巡回支援事業等の実施

③災害及び不測の事態への対応

近年、国内の各所における大規模災害や新型コロナウイルス感染症のまん延

により、通常の保育が実施できない事態も見受けられます。また、民間事業者

が運営する私立保育園において児童の受入ができなくなるなどの不測の事態

も想定されます。

緊急事態が発生した際には、国から災害特例型の対応が示されるなど、セー

フティネットとして保育の確保が求められます。

【３つの基本理念】

１ 若い世代の所得を増やす

２ 社会全体の構造・意識を変える

３ 全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する

【具体施策】

①幼児教育・保育の質の向上・・保育士等の更なる処遇改善

②柔軟に利用できる新たな通園制度・・こども誰でも通園制度

③安心して暮らせる地域づくり・・障害児支援、医療的ケア児支援

④柔軟な働き方の推進・・・病児保育の拡充
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④医療的ケア児受入事業

国では、医療的ケアを必要としているこども(医療的ケア児)についても、他

のこどもと同様に健やかな成長・発達のために一人ひとりの発達・発育状況に

応じた保育を提供することで、権利保障としての「すべてのこども」の保育・

教育機会を確保していく必要があるとしています。

また、医療的ケアの提供のためには、衛生的な環境や安全確保の観点から、

保育室の面積基準を確保できるよう、環境整備や受入れクラスの調整等を行

うことが重要であるとし、ガイドライン等を示しています。

⑤こども誰でも通園制度（仮称）

国は、こども未来戦略の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行

するため、全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充として、保育所

等に通っていない満 3歳未満のこどもの通園のための給付として、「こども誰

でも通園制度」を創設しました。

「こども誰でも通園制度」は、全てのこどもの育ちを応援し、全ての子育て

家庭に対する支援を強化するための制度であることから、保護者のためにこ

どもを預かるというサービスではなく、保護者とともにこどもの育ちを支え

ていくための取組となっています。

〇「こども未来戦略」で示された、2025 年度末までの試行的事業の実施に

向けた概要は次のとおり

対象者 ： 0歳 6か月から満 3歳未満で保育所等に通ってないこども

利用可能時間 ： 月 10 時間を上限

事業実施 ： 2026 年度こども・子育て支援法に基づく新たな給付として

全国の自治体において「こども誰でも通園制度（仮称）」を実

施する。

⑥保育所・保育士等による地域の子育て支援

国では、保育所や認定こども園等に就園しておらず、孤立した子育てとなっ

ている保護者が多い現状を踏まえ、地域の中で子育ての知見や経験を有する保

育所による地域の子育て支援機能を強化し、保育所を利用する児童や保護者だ

けでなく、その地域に住む児童やその保護者、特に孤立した子育て家庭に寄り

添い、必要に応じた助言等により各家庭の「子育て力」を高めることも含めた

支援を行う枠組みを構築する必要があるとしています。

妊産婦や子育て中の方などが利用しやすい場所である地域の保育所が、子育

てに関する相談・助言等の支援を継続的に行うことのできる「かかりつけ相談

機関」となるよう整備していくことが検討されています。
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３ 現状から見た公立保育所の課題

保育を取り巻く状況から得られた公立保育所の課題

４ 今後の公立保育所に求められる役割

国の保育の在り方に関する検討会の取りまとめ等で示された保育所の役割

（１）人口動態の分析

〇未就学児の減少に合わせた定員数や保育施設数の見直し

〇山間地域の保育の確保

（２）保育施設の設置状況

〇施設の老朽化等を踏まえた抜本的な見直し

〇公立保育所施設数や定員数の見直しによる私立保育園との調整

（３）保育ニーズの多様化

〇保育ニーズの高まりや多様化への対応

（４）保育所運営費等の状況

〇市財政負担の軽減

〇持続可能な保育提供体制の構築

（５）保育の質の向上に向けた取組

〇市内保育施設全体の保育士の質の向上

〇市内保育施設全体の保育士の確保

（６）その他の取組

〇医療的ケア児受入事業、こども誰でも通園制度の実施

（１）人口減少地域における保育の維持・確保の役割

〇人口減少地域における保育の確保

（２）セーフティネット機能としての役割

〇セーフティネットとしての受け皿（災害時・不測の事態）の確保

〇配慮が必要な児童等の受入体制の確保と私立保育園での受入の支援

（３）身近な地域の子育て支援拠点としての役割

〇身近な子育て支援拠点としての位置付け

〇地域の交流や連携の取組の実施

（４）保育の質を確保するための基幹的な役割

〇保育技術の向上に向けた取組の実施

〇全体における保育の質の確保
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５ 公立保育所のあり方に関する基本方針

市では、公立保育所における現状に基づく課題、そして、今後の公立保育所に

求められる役割を整理し、公立保育所の目指す姿（あり方）を実現するための課

題を踏まえ、公立保育所のあり方に関する今後の基本方針を次のとおり定め、取

組を進めることとします。

課 題
１－① 保育ニーズの高まりや多様化への対応

② 保育士の保育技術の向上や保育士の確保に向けた取組の実施

③ 地域との交流や身近な子育て支援の拠点としての位置付け

２－① 施設数及び定員数の見直し

② 人口減少地域における保育の確保

③ 市の財政負担の軽減による持続可能な保育提供体制の構築

基本方針１ 公立保育所の役割の充実と基幹型保育所の設置

公立保育所が蓄積してきた知識や経験等を活かし、地域の子育て

支援拠点としての位置付けを継続していくとともに、基幹的な保育

所を設置することで、市域全体の保育の質の向上を図ります。

（１）私立保育園等との連携による市全体における保育の質の向上

（２）保育のセーフティネット機能の拡充

（３）地域の子育て支援の役割の充実

基本方針２ 公立保育所施設及び運営方法の段階的な見直し

今後の未就学児の減少を見据え、抜本的な見直しも含めた公立保

育所の施設及び運営方法の段階的な見直しを行い、持続可能な保育

の提供に努めます。また、人口減少地域における保育の確保に努め

ます。

（１）見直しの方向性

（２）人口減少地域における保育の確保
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基本方針１ 公立保育所の役割の充実と基幹型保育所の設置

子ども・子育て支援法第 61 条では、保育提供区域を設定した上で、区域ご

とに量の見込み（需要）を算出し、確保方策（確保の内容及び実施時期）を定

めることとなっています。

本市は、市域の約 75％が山間地域となっており、市街地を中心として、放

射線状に各地域が成り立っていますが、、幼稚園の通園バスや自家用車などの

手段により、市内全域の施設の利用が可能であることから、令和 7 年 4 月を

始期とする「飯能市こども計画」の中では市域全域を 1つの保育提供区域と

して設定しています。

よって、本基本方針においても、市域全体を１つの保育提供区域と捉え、官

民の連携をより強化しつつ、これまで、公立保育所が蓄積してきた知識や経験

を活かした地域の子育て支援としての役割を充実するとともに、保育の底上げ

のために基幹型保育所を設置し、市全体の保育の質の向上を図ります。

〇基幹型保育所イメージ

公立保育所としての機能
(保育の提供)

■地域の子育て支援
・一時預かり事業
・医療的ケア児の受入
・土曜保育事業
・地域の子育て支援事業

■保育の質の向上
・私立保育園等支援
・人材育成
・交流事業

基幹型保育所

〇つぼみ園

〇障害福祉サービス事業所等

〇小学校

〇幼稚園

〇公立保育所

〇私立保育園等

支援・連携・交流

連携・交流連携

〇こども支援課
子育て総合センター

連携

保 育 課

支援・連携・交流

〇保健センター

〇障害福祉課
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（１） 私立保育園等との連携による市全体における保育の質の向上

基幹型保育所は、地域の保育施設の中心となって、公立保育所と私立保育

園等の連携を図り、各保育所や保育士間における交流や情報交換、また、合

同の研修の機会を設けるなど、公立保育所が長年培ってきた様々な保育のノ

ウハウや、私立保育園等の多様な運営母体による知識や経験を互いに共有さ

せ、市全体の保育の質の向上に向けた取り組みを実施します。

【具体的な取組】

① 私立保育園等との交流会や意見交換、研修の計画・実施を通じて、

市内保育施設の質の向上やマイ保育所の推進等子育て支援の充実の

ため、保育施設連携を推進するネットワークを構築する。

② 保育士不足の解消に向け、保育士の資格を有しながら、保育現場に

就労していない人に学び直しや実践の機会を提供する等、保育士の確

保に向けた取組を私立保育園等とともに実施する。

（２） 保育のセーフティネット機能の拡充

基幹型保育所は、公立保育所の基幹施設として、地域のニーズに対応する

子ども・子育て支援(一時預かり事業、延長保育事業、医療的ケア児の保育

など)を実施します。また、災害発生時や民間保育施設の急な撤退など、不

測の事態の発生の際には、公立保育所を保育の受け皿として機能させるため、

全体の施設の状況や定員数について調整し、必要数の維持を図ります。

【具体的な取組】

① 障害児の受入体制を整えるとともに、民間保育施設における受入れ

を支援する。

② 保健師又は看護師を配置し、医療的ケアが必要な児童を受け入れる。

③ 災害等不測の事態の発生時には弾力的な運用を実施する。

（３） 地域の子育て支援の充実

基幹型保育所は、子育て総合センターとの連携をさらに強固なものとし、

市内の保育施設が、子どもたちの健やかな成長を地域で支援し、地域に開か

れた身近な保育を提供できる施設となるよう必要な支援を行います。

また、公立保育所で実施しているマイ保育所事業の更なる発展や周知に努

めるとともに、私立保育園等での実施に向けた取組を行います。

【具体的な取組】

① 子育て総合センターとの連携を強化し地域の子育て支援を推進する。

② マイ保育所事業の発展に向けた取組を実施する。
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基本方針２ 公立保育所施設及び運営方法の段階的な見直し

本市では現在、待機児童はいませんが、低年齢児の保育需要は増加傾向にあ

り、需要に見合った保育定員の維持・確保に努めることが求められています。

一方で、将来的な未就学児人口の減少により、保育需要も減少していくことが

見込まれています。

こうしたことから、将来の保育サービスの量的動向を見据え、保育サービス

の供給が過剰となった場合には、現在行っている施設定員の弾力化や定員規模

の縮小など、公立保育所の定員数の調整などの対応を行い、併せて私立保育園

等への移行を進めるほか、人口減少地域等において必要な保育を確保します。

公立保育所の施設の老朽化等への対応については、中長期的な視点において

「飯能市公共施設等総合管理計画」及び「同個別施設計画（公立保育所、放課

後児童クラブ）」に基づき、公立保育所の複合化や統廃合などを進めます。

（１） 見直しの方向性

地域ごとに必要な基幹型保育所への移行と併せ、保育の需給バランスに基づ

いた規模の縮小や統廃合など抜本的な見直しを進めます。また、抜本的な見直

しでは、施設の立地などの状況に応じて、施設の統廃合、廃止、私立保育園等

への移行など運営方法を見直すこととします。

（２） 人口減少地域における保育の確保

人口減少地域における保育については、地域の未就学児童の状況に応じた保

育提供の手法や運営方法を検討し、必要な保育を確保します。

〇今後５年間の方向性とスケジュール

凡例 維持 見直し

保育所名 中期的な方向性 R7 R8 R9 R10 R11
山手保育所 基幹型保育所への移行
第二区保育所 低年齢児の拡充を視野に入れた見直し
富士見保育所 抜本的な見直し
浅間保育所 抜本的な見直し
加治保育所 維持
加治東保育所 基幹型保育所への移行
美杉台保育所 基幹型保育所への移行
吾野保育所 抜本的な見直し
原市場保育所 規模の見直し
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■運営方法見直しにあたっての留意事項

私立保育園等への移行等運営方法の見直しに当たっては、次の事項に留意して進め進

めることとします。

① 移行の形態

民設民営型・・・建替えに要する経費や運営経費について、国や県の補助金や負担金

の活用を見込むことができ、民間事業者のノウハウや創意工夫が反映

された園舎を建設することができる。

公私連携型・・・市との協定に基づき、必要な設備の貸付、譲渡、その他の協力を得

て、市と連携の下で、保育及び子育て支援事業を行う保育所のこと。

建替え及び運営経費については、国や県の補助金や負担金の活用を見

込むことができるが、協定に基づき市と連携するということに違いが

ある。

② 事業主体の選定

選定委員会を設け、保育サービスの実績等を考慮し、私立保育園等移行事業者を選定

します。

③ 円滑な移行

公立保育所の私立保育園等への移行については、通所する児童や保護者が不安を感じ

ないよう、必要な説明、対応を行い進めていくこととします。また、保育士や環境が変

わることへの影響をできる限り少なくする方法を、移行先となる事業者と十分に検討

し引継ぎを行うなど、移行のための準備期間を確保しながら進めていきます。

④ 実施スケジュール

私立保育園等への移行に向けた標準的なスケジュールは次の通りとします。なお、個

別の保育所の状況に応じてスケジュールは異なります。

⑤ ガイドラインの作成

移行等を行っていく場合の基本的な内容を定めたガイドラインを作成します。ガ

イドラインでは、保育内容に関すること、事業者の選定に関すること、引継ぎに関す

ることなど、私立保育園等への移行にあたって留意する事項を明らかにします。

このガイドラインを基本として、私立保育園等への移行を行う保育所については、

保護者への説明を十分に行い、意見や要望などを伺いながら進めていきます。

主なスケジュール 保護者説明会等 保育場所

3年前 実施計画の策定
整備・運営事業者の募集

保護者等への説明会実施
　　　※必要に応じて開催

2年前
応募の締め切り
整備・運営事業者の選定
整備・運営事業者の決定 三者協議会の開催

1年前
引継ぎ・共同保育
新園舎着工
新園舎へ引っ越し

　　　※必要に応じて開催

移行年 私立保育園等への移行
アフターフォロー

　　　　※移行後も必要に応じて開催 新園舎

スケジュール

現保育所
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